医療法人４２条疾病予防運動施設

運動施設運営の皆様へ

日本運動療法推進機構　

理事長　井上修二

医療法人４２条疾病予防運動施設、運動施設の現状調査のお願い

時下、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素より、本機構事業に種々ご高配を賜り厚く御礼を申し上げます。

日頃、健康づくり、疾病予防、疾病治療にご活躍のことと存じます。

昨今、国民の健康寿命の延伸に向けた取り組みが活発になっております。

厚生労働省も平成２６年を健康・予防元年とするなど、行政も様々な政策を打ち出しております。

こうしたなか、本機構としても、運動療法の一層の普及や行政機関への提言に資するため、

皆さまの施設の現況を改めて把握することが必要と考え、このたび標記アンケート調査を実施することになりました。

アンケート結果は、本機構のホームページなどを通じて皆さまにご報告いたします。

また、本機構の長濱隆史副理事長（医療法人社団健生会　理事長）が委員として参画しております

日本医師会健康スポーツ医学委員会の議論・答申策定にも役立ててまいります。

皆さまにおかれましては、主旨をご理解いただき、アンケートにご協力いただきますよう、

何とぞよろしくお願いいたします。

印象

運動療法施設に関して

対象者：健体財団把握の42条疾病予防施設、運動施設ならびに日本健康運動療法推進機構把握の42条疾病予防運動施設204件に発送

回答数：68件　、回答率：３３．３％

３１都道府県から回答を得た

1） 運営形態

医療法人・医療機関、病院：５６件（８２．４％）

医療法人以外の病院：４件（５．９％）

2） 専門診療科（重複可）

内科系：35件（５１．５％）

外科系：35件（５１．５％）

リハビリ科：25件（３６．８％）

科目として多様性がある

3） 保有資格

日医健康スポーツ医：35件（５１．５％）

日医産業医：26件（３８．２％）

体協：18件（２６．５％）

日整会：17件（２５．０％）

その他：10件（１４．７％）

何らかの資格を保有、又は同時保有しているのでそれを活かす制度が必要

運動施設
1） 運動施設（重複可）

①４2条施設：３９件（５７．４％）

②42条合築型：５件（７．４％）　　　　　　小計44件（６４．７％　）

③増進施設28件（４１．２％）

④指定運動療法施設：17件（２５．０％）

⑤THP：２件（２．９％）

⑥いわゆるフィツトネスクラブ：7件（１０．３％）

⑦ その他の運動施設：９件（１３．２％）

⑧デイケア：3件（４．４％）

⑨無回答：２件（２．９％）

疾病予防施設だけではない多様性のある展開をしている。目的により国民の健康寿命につながる場の立ち位置を開示する必要がある。４２＋増進５施設。４２＋指定１６．

健康増進施設単体６．指定１施設

医療とのつながり、介護保険とのつながりは後述で触れる

2） ①、②の方に質問

1 申請先

都道府県：２１都道府県（４７．９％）

政令指定都市：7件（１５．９％）

厚労省：7件（１５．９％）

年代にもよるがばらつきがある。統一が必要。情報の一元化。

3） 面積に対する申請時のアドバイス

1 特になかった：29件（６５．９％）

2 １０１以上～１５０：１件（２．３％）

3 １５１以上：6件（１３．６％）

4 無回答：18件（４０．９％）

広さに対する基準は不確かでる。特に他の施設の基準に順ずるということではないと思われる。②、③が最近の事例かどうかは不明。（古いと思われるが）

4） 実際の面積

１０１～１５０：10件（１４．７％）

１５１以上：３６件（５２．９％）

１００～４５％：１０件（１４．７％）

４５以下：２件（２．９％）

運動施設。運動療法施設として

１５１以上を大規模とすると５２．９％であるが、

１０１～１５０間での中規模が１４．７％

１００～４５の小規模１４．７％

45以下単独規模も２．９％

施設、装備によりプール等で施設面積が異なる

多様性のある目的の組み合わせにより施設面積が異なる

今後介護保険の展開、医療保険の展開、疾病予防施設の展開等の組み合わせで施設が異なってくる。どの位置づけでかかりつけ医、地域における運動、運動療法施設のとして展開するかによる

かかりつけ医の拡充ではなく、充実であれば単独、小規模での展開であろうか

5） 主な施設

昔からの３種の神器であるが、スタジオの展開が多い。しかしプールが18件（２６．５％）

あり（内１２施設が４２条施設）、運動、運動療法の位置づけが必要と思われる

スタジオが52件（７６．５％）であり小規模、単独でも可能である

6） 主な設備

有酸素運動、筋トレ、バランストレ、多様性に行われいる。

7） 施設運営、費用

入会金、会員制、月会費、一般利用・利用料

施設により模索しながら経営されている

入会金なし31件（４５．６％）

会員制なし17件（２５．０％）

月会費なし9件（１３．２％）

　　　5000円未満15件（２２．１％）

一般利用・利用料なし26件（３８．２％）

　　　　　　　　５００円未満7件（１０．３％）

いわゆる民間として競合していけるかどうか

行政の補助（多くのスポーツセンター等）を受ける状況を各自努力とするか。

価値ある施設としていくか

その位置づけを確立し、経営が考えられる施設として

そして地域の方々の健康寿命の延伸のための施設として

継続して経営できる施策が必要である

そして地域医療の一翼として運動・運動療法施設を位置づけるか

制度改革が必要である

8） 利用者

第１次予防から第３次予防、疾病治療等々多岐にわたっている現場であり、

考え方によるが現場は混乱しながら、各自努力しながらがんばっていると思われる

利用者は多様性であり、運動療法に関する現場である事がみられる

9） 特定健診、特保

現場の取り組みとして特健39件（５７％）、

特保動機つけ26件（３８．２％）

積極的26件（３８．２％）関わっている、

18件（２６．５％）が関わっていない。

この点は制度の問題か、入札制度の問題か。各医師会での取り組みと運動療法施設の問題か、保険者との関係かを精査する必要がある。

制度について

１）４２条施設の今後の方向性

ⅰ）医療費控除にしなくてもが１件(１．５％),現在メリットがないので活動していない

１３件（１９．１％）である。

ⅱ）医療費控除にすべきが３９件（５７．４％）、疾病予防施設から疾病予防運動療法施設に変更が５件（７．４％）ある。

ⅲ）種々の展開が考えられ、多様性のある施設利用が考えられている

２）２００以上の病院について

ⅰ）制度変更が必要である：３４件（５０％）

はっきりわからないが２７件（３９．７％）

必要性があるとしても位置づけが明確でないため、制度変更が要望される

ⅱ）機能分化を考え１３件（１９．１％）同様の活躍が期待されている

連携

1） 他の組織との連携

ⅰ）特に連携なしが３１件（４５，６％）、医師会１６件（２３．５％）、学校１４件（２０、６％）でありる。連携なしは問題であるが、立ち位置が不明確な現場が垣間見える。連携並びに組織化等を構築する必要がある

ⅱ）近隣フィツトネスとの連携

現在ほとんどないが６０件（８８％）であり、今後の連携がほとんどないと思われる２６件（３８、２％）将来的に考える１４件（２０，６％）であった。必要性が大いにある１３例～多少あり１３件で必要性は３８，２％ある。連携に消極的な数字であるが、

連携の必要性はあるとしてその連携方法、すみ分け、位置づけ等を整備する必要があろう。認識の違い、住民の意識の違いが各現場の努力だけでは動きにくいであろう。

ⅲ）近隣医療機関との連携

現在ほとんどないが２６件（３８、２％％）であり、多いにしているは９件（１３、２％）であった。

今後の連携の必要性は殆どない９件（１３．２％）、多いにあるは３６件（５２，９％）はである。多少ある１４件（２０．６％）を入れると将来的な連携の必要性は約７０％ある。医療機関との連携は多様性を持つサービスの展開、かかりつけ医との連携により健康寿命の延伸にもつながることとも思われる。各個人、各施設の問題ではなく、地域医療の問題として医師会組織、運動療法施設等がどのように連携するかを具体的に提示する必要がある

処方せんの発行、運度負荷試験について

1） 運動処方せんは各組織完結型２７件（３９．７％）が多いが、発行していないが１９件（２７．９％）であった。他の医療機関、施設に依頼が９件（１３．２％）あった。

処方せん発行に基づく運動療法・プラグラムの実施であるが運動処方せん絶対ありきでない場も考えられる。

2） 運動負荷試験は各組織完結型２３件（３３．８％）である。２１件（３０、９%）は殆どしていない。他の医療機関、施設に依頼が５件（７．４％）あった。

対象者により運動負荷ありきでない事もあり得るのでかかりつけ、他の医療機関との連携、組織の位置づけが必要である。

以上のこのアンケート調査により

医）４２条施設並びに医療機関併設の運動施設が、特に国民の運動、運動療法、並びに健康スポーツにどのように関わり健康寿命の延伸に寄与できるかの考察が必要。

又具体的な提言ができるかどうかの議論が必要でしょう。

具体的提言、並びに位置づけによりかかりつけ医、健康スポーツ医がどのように動くか。

任意的ではあるが医療法人、医療機関、かかりつけ医という組織的な事もあり、どのようにまとめて行くか、まとまっていくか。

委員会での当初の議論、枠組、位置づけ等が重要と思われます。

運動器リハ施設、循環器リハ施設、介護保険施設、４２条施設等の組み合わせは

できないことはないとの範囲でまとめるかでしょう。前３者は多少専門性です、４２条施設は一般医、かかりつけ医機能が主体の組織だと思います。医療保険からの横出しをにないます。健康スポーツ医が必ず絡むようにする事です。それがメリットになる様な施策が必要です。それに基づく規制緩和。

サ―とみましたので正式でありませんが、このような傾向でした。ご指摘ください。

